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介護老人保健施設 つかまの里 

指定訪問リハビリテーション（指定介護予防訪問リハビリテーション） 

運  営  規  程 

 

（事業の目的） 

第１条 社会福祉法人国際保健支援会が開設する介護老人保健施設つかまの里（以下、「事

業所」という。）が実施する指定訪問リハビリテーション及び指定介護予防訪問リハビ

リテーション（以下、「訪問リハビリテーション等」という。）の適正な運営を確保す

るために人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の理学療法士、作業療法士又は

言語聴覚士（以下、「理学療法士等」という。）が、計画的な医学的管理を行っている

医師の指示に基づき、要介護状態（介護予防にあっては要支援状態）にある者（以下、

「利用者」という。）の自宅を訪問して、心身の機能の維持回復を図り日常生活の自立

を助けるために、理学療法、作業療法又は言語聴覚療法の必要なリハビリテーションを

行うことを目的とする。 

 

（運営の方針） 

第２条 事業所の理学療法士等は、利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に

応じ自立した日常生活を営むことができるよう、理学療法、作業療法又は言語聴覚療法

その他必要なリハビリテーションを行うことにより、利用者の心身の機能の維持回復を

図る。 

２ 訪問リハビリテーション等の実施にあたっては、訪問リハビリテーション計画等に基

づき、利用者の要介護状態又は要支援状態の軽減若しくは悪化の防止又は要介護状態又

は要支援となることの予防に資するようその目的を設定し、その目的に沿ったリハビリ

テーションを計画的に行う。 

３ 訪問リハビリテーション等の実施にあたっては、利用者又はその家族に対し、リハビ

リテーションの観点から療養上必要とされる事項について、懇切丁寧に分かり易く説明

する。 

４ 訪問リハビリテーション等の実施にあたっては、自ら提供する訪問リハビリテーショ

ンの質の評価を行い、常にその改善を図る。 

５ 訪問リハビリテーション等の実施にあたっては、居宅介護支援事業者又は地域包括支

援センター、保健医療福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めるとともに、関

係市町村とも連携を図り、総合的なサービスの提供に努める。 

 

（名称及び所在地） 

第３条 訪問リハビリテーション等を実施する事業所の名称及び所在地は次のとおりとする。 

（１） 名 称 ： 介護老人保健施設 つかまの里 

（２） 所在地 ： 松本市筑摩三丁目15番31号 
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（職員の職種、員数及び職務内容） 

第４条 訪問リハビリテーション等の職員の職種、員数及び職務内容は次のとおりとする。 

 

（１） 管理者  １名 

    管理者は、職員の管理及び事業の利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握 

その他の管理を一元的に行う。 

 （２）医師 1名以上（常勤1名以上） 

（３） 理学療法士・作業療法士・言語聴覚士等 １名以上 

従業者は、利用者に交付した訪問リハビリテーション計画に基づき、適正な指定訪

問リハビリテーションを提供する。 

 

（営業日及び営業時間） 

第５条 事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

（１） 営業日 ： 月曜日から土曜日。 

ただし、国民の祝日、8月1４日から8月16日及び12月30日から1月3日までを除く。 

（２） 営業時間 午前8時15分から午後5時15分 

 

（通常の事業の実施地域） 

第６条 通常の事業の実施地域は、松本市（波田、四賀、安曇、奈川、梓川地区を除く）の区

域とする。 

 

（サービスの内容） 

第７条 訪問リハビリテーション等は、医師、リハビリスタッフによって作成されるリハビリテーショ

ン実施計画書に基づいて、理学療法士等が利用者の自宅を訪問し、以下のリハビリテーショ

ンサービスを提供する。また、リハビリテーションを受けていた医療機関から退院した利用者

に係る訪問リハビリテーション計画の作成に当たっては、当該医療機関が作成したリハビリテーシ

ョン実施計画書等により情報を把握するものとする。 

 （１） 病状・障害の経過観察 

（２） 日常生活の指導 

（３） リハビリテーション 

（４） 介護方法の指導 

（５） 福祉用具・住環境改修の指導 

（６） 福祉サービスの紹介及び諸制度の活用方法 

（７） その他リハビリテーションに関する事項 等 

２ 利用者や家族等に禁止する理学療法士等への迷惑行為  

（１） 職員に対する身体的暴力（身体的な力を使って危害を及ぼす行為）  

（２） 職員に対する精神的暴力（人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたり

する行為）  

（３） 職員に対するセクシュアルハラスメント（意に添わない性的誘いかけ、好意的態度の要求等、

性的な いやがらせ行為  等 
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（利用料金その他の費用の額） 

第8条 訪問リハビリテーション等を提供した場合の利用料の額は介護報酬の告示上の額とし、当該

訪問リハビリテーション等が法定代理受領サービスである時は、その額に利用者の介護保険負

担割合証に記載の自己負担割合を乗じた額とする。 

２ 第6条に規定した通常の事業の実施地域を超えて行う訪問リハビリテーション等に要し 

た交通費については、その実費とする。なお、自動車を使用した場合の交通費は、事業所 

から１０ｋｍ毎に１００円とする。 

３ 前項の費用の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に文書で説明 

した上で、支払いに同意する旨の文書に署名（記名押印）を受けることとする。 

 

（料金の支払い） 

第9条 利用者は、訪問リハビリテーション等の対価として、国が定める基本利用料金をもとに計

算された月ごとの合計額及び個別に利用した加算サービスの提供に伴い必要となる額の

合計金額を支払う。 

２ 毎月１０日頃までに前月利用料金の請求書に明細を付して請求し、利用者はその末日

までに支払う。 

３ 事業所は、利用者から料金の支払いを受けたときは利用者に対し領収証を発行する。 

 

（記録） 

第10条 事業所は、訪問リハビリテーション等の実施記録を作成し、契約終了後2年間保管 

する。 

２ 事業者は、利用者が当該利用者に関する第１項の実施記録の閲覧を求めた場合は、事

業所の営業時間内にその事業所にて閲覧に応じる。また、希望により当該利用者に関

する第１項の実施記録の複写物の交付を受けることができる。ただし、利用者の家族

その他の者に対しては、利用者の承諾その他必要と認められる場合に限りこれに応じ

る。 

 

（訪問リハビリテーション等の中止） 

第11条 利用者は、事業所に対して、訪問リハビリテーション等が提供される６時間前まで 

に通知することにより、訪問リハビリテーション等の利用を中止することができる。 

 

（契約の終了） 

第12条 利用者は、事業所に対して１週間の予告期間をおいて文書で通知することにより、 

訪問リハビリテーション等の契約を解約することができる。ただし利用者の病変、急な入 

院など、やむを得ない事情がある場合は予告期間が１週間以内の通知でも訪問リハビリテ 

ーション等の契約を解約することができる。 

なお、この場合利用者は速やかに利用者の居宅介護サービス計画等の作成者に連絡するも 

のとする。 
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２ 事業所は、やむを得ない事情がある場合、利用者に対して１ヶ月の予告期間をおいて解

約理由を示した文書で通知することにより、訪問リハビリテーション等の契約を解約す

ることができる。 

３ 次の事由に該当した場合は、利用者は文書で通知することにより直ちに訪問リハビリテー

ション等の契約を解約することができる。 

（1） 事業所が正当な理由なく訪問リハビリテーション等を提供しない場合 

（2） 事業所が守秘義務に反した場合 

（3） 事業所が利用者やその家族等に対して、社会通念を逸脱するような行為を行った場合 

（4） 事業所が破産した場合 

４ 次の事由に該当した場合は、事業所は文書で通知することにより直ちに訪問リハビリテ

ーション等の契約を解約することがでる。 

（1） 利用者のサービス利用料金の支払いが２ヶ月以上遅延し、料金の支払いを催告したに 

もかかわらず、２０日以内に支払われなかった場合 

（2） 利用者又はその家族が事業所や職員に対して、訪問リハビリテーション等の契約を継 

続しがたいほどの背信行為又は社会的行為をおこなった場合 

  （3） 利用者の病状、心身の状態が著しく悪化し事業所での適切な訪問リハビリテーション 

等の提供範囲を超えると判断した場合 

５ 次の事由に該当した場合、訪問リハビリテーション等の契約は自動的に終了する。 

（1） 利用者が要介護認定において自立と認定された場合 

（2） 利用者が死亡した場合 

 

（緊急時における対応方法） 

第13条 事業所は、利用者に対する訪問リハビリテーション等の提供により病状の急変又は 

事故等が発生した場合には、速やかに主治医、利用者の家族、居宅介護支援事業所又は地域 

包括支援センター、市等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じる。 

 

（虐待の防止） 

第14条 事業所は、利用者の人権の擁護・虐待の防止等のため次の措置を講ずるものとする。 

（１）虐待を防止するための従事者に対する研修の実施  

（２）利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備  

（３）その他虐待防止のために必要な措置  

２ 事業所職員は利用者に対して、身体的虐待・ネグレクト・心理的虐待・性的虐待・経済的虐待

を行わない。また、事業所は虐待を受けた利用者を発見した場合は、速やかに市町村に報告する。 

 

（介護現場のハラスメントを未然に防止するための取り組みに関する事項） 

第15条 事業所は、事業所内及び介護サービスの現場を含めてハラスメント行為を防止、抑

制するために以下の取り組みを行う。 

（１） 事業者として、ハラスメントに対する基本的な考え方やその対応について事業運営

の基本方針として決定するとともに、それに基づいた取り組み等を行う。 
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（２） ハラスメントに対する基本方針を職員と共有するとともに、職員が、管理者等に相

談した場合に、誰に相談しても、事業者所として同じ対応ができるように、事業者

内での意識の統一を図る。 

（３） 利用契約時等に利用者や家族等にも周知していく。 

（４） ハラスメントを未然に防止するための対応マニュアルの作成・共有、管理者等の役

割の明確化、発生したハラスメントの対処方法等のルールの作成・共有などの取り

組みや環境の整備を図る。 

 

 

（衛生管理） 

第16条 事業所は、訪問リハビリテーション等の提供にあたり、利用者が感染症に感染しな 

いように又はまん延しないように、次の各号に掲げる感染症の予防及びまん延の防止の

ため必要な措置を講じる。 

  （１） 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電

話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催すると

ともに、その結果について、従業者に周知徹底を図る。  

（２） 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。  

（３） 事業所および法人において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修

及び訓練を定期的に実施する 

 

（業務継続計画の策定等） 

 第17条 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する訪問リハビリテー

ション等の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を

図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従

い必要な措置を講じるものとする。  

２ 事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓

練を定期的に実施するものとする。  

３ 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を

行うものとする。 

 

（相談・苦情窓口） 

第18条 事業所は、訪問リハビリテーション等の提供に係る利用者及び家族からの苦情に迅速かつ適

切に対応するために、必要な措置を講ずるものとする。  

２  事業所は、提供した訪問リハビリテーション等に関し、介護保険法第２３条の規定により市町

村が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は当該市町村の職員からの質問若しく

は照会に応じ、及び市町村が行う調査に協力するとともに、市町村から指導又は助言を受けた

場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うものとする。  

３  事業所は、提供した訪問リハビリテーション等に係る利用者からの苦情に関して国民健康保険

団体連合会の調査に協力するとともに、国民健康保険団体連合会から指導又は助言を受けた場
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合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うものとする。 

４ 事業所は、利用者及びその家族からの相談・苦情等に対する窓口を設置し、訪問リハ

ビリテーション等に係る要望、苦情等に対し、迅速に対応する。 

（１）当事業所以外の相談・苦情窓口 

＊長野県国民健康保険団体連合会 介護保険課苦情係 

     電話番号 026－238－1580 

    ＊長野県社会福祉協議会 福祉サービス運営適正化委員会事務局 

     電話番号 026－226－2210 

   ＊松本広域連合 苦情相談窓口 

     電話番号 0263－34－3250 

＊各市町村 介護保健担当窓口 

＊各市町村 地域包括支援センター 

 

（個人情報の保護） 

第19条 個人情報の保護は、個人情報保護法に基づく厚生労働省のガイドラインに則り、当 

事業所が得た利用者の個人情報については、当事業所での介護サービスの提供に係る以 

外の利用は原則的に行わないものとし、外部への情報提供については、必要に応じて利 

用者又はその代理者の了解を得ることとする。 

 

（守秘義務） 

第20条 事業所職員は事業所職員である期間及び事業所職員でなくなった後においても正

当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことのないよ

う 指導教育を徹底する。 

 

（賠償責任） 

第21条 訪問リハビリテーション等の提供に伴って事業所の責に帰すべき理由により、利用者 

が損害を被った場合、利用者に対し損害の賠償をする。ただし不可抗力により生じた事 

故等についてはこの限りでない。また、利用者の責に帰すべき理由により、損害を被っ 

た場合、事業所としての責は免れるものとする。 

 

（担当職員の変更） 

第22条 利用者は、いつでも担当職員の変更を申し出ることがでる。その場合、訪問リハビリテ 

ーションの目的に反するなど変更を拒む正当な理由がない限り、変更の申し出に応じる。 

２ 事業者は、担当の職員が退職する等正当な理由がある場合に限り、職員の変更をするこ 

とがある。その場合、事前に利用者の承諾を得るものとする。 

 

（その他運営に関する留意事項） 

第23条 運営規程の概要、施設職員の勤務体制、協力医療機関、利用者負担の額及び苦情処理の対応

については、施設内に提示する。 
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２ 訪問リハビリテーション等に関連する政省令及び通知並びに本運営規程に定めのない、運営に

関する重要事項につては、社会福祉法人国際保健支援会において定めるものとする。 

３ 従業者の資質向上を図るため研修の機会を設け、業務体制を整備する。 

 （１）採用時研修 採用後1ヵ月以内  

（２）継続研修 年6回 

４ 市町村が行う文書その他の物件の提出または提示の求めまたは市町村の職員から の質問もしく

は照会に応じ、利用者からの苦情に関して市町村が行う調査に協力するとともに、市町村からの

指導または助言を受けた場合においては、当該指導また は助言に従って必要な改善を行う。 

 

 

 附 則                 

この規定は、平成２３年８月１日から施行する。 

平成２４年４月１日一部改定する。 

令和 ７年３月1日一部改定する。 

 


